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移動等円滑化の目標達成状況

資料１



基本方針における第２次目標は令和２年度までを期限としていたため、 「バリアフリー法及び関連施策のあり方に関する検討
会」において、学識経験者、高齢者・障害者等団体、事業者団体の方々から専門的・具体的なご意見をいただきながら、新
型コロナウイルス感染症による影響等の状況も踏まえ、令和２年12月に新たな目標をとりまとめた。

（第８回検討会：令和元年11月15日、第９回検討会：令和2年1月16日、第10回検討会：令和2年6月17日、第11回検討会：令和2年11月18日）

背景

第３次目標の設定に向けた見直しの視点
・第２次目標においては、施設等の種別ごとにバリアフリー化の目標を設定し、国、地方公共団体、施設設置管理者等が連携
してバリアフリー化に取り組み、一定程度の進捗がみられるが、引き続きバリアフリー化を進める必要がある。

・第３次目標については、ハード・ソフト両面でのバリアフリー化をより一層推進していく観点から、以下の点に留意。
各施設等について地方部を含めたバリアフリー化の一層の推進

（平均利用者数（※１）が2,000人以上3,000人未満/日であって基本構想に位置付けられた旅客施設等に関する目標を追加）

聴覚障害及び知的・精神・発達障害に係るバリアフリーの進捗状況の見える化
（旅客施設のバリアフリー指標として、案内設備（文字等及び音声による運行情報提供設備、案内用図記号による標識等）を明確に位置付け）

マスタープラン・基本構想の作成による面的なバリアフリーのまちづくりの一層の推進
移動等円滑化に関する国民の理解と協力、いわゆる「心のバリアフリー」（※２）の推進

目標期間
・第２次目標：平成23年度（2011年度）から令和２年度（2020年度）までの10年間
・第３次目標：社会資本整備重点計画等の計画期間、バリアフリー法に基づく基本構想等の評価期間、新型コロナウイルス感

染症による影響への対応等を踏まえ、時代の変化により早く対応するため、５年間とした。（※３）

※1：新型コロナウイルス感染症のような特殊な外的要因により、年度によっては前年度に比べ著しく増減する可能性があることから、適切に補正した結果（例えば、過去3年度における平均値を用いる）
も考慮したうえで、取組む

※３：新型コロナウイルス感染症による更なる影響、新技術の開発など予見し難い状況の変化が生じた場合には、次期目標期間内であっても、必要に
応じて目標の見直しに努める

※２：「ユニバーサルデザイン2020行動計画」（平成29年２月ユニバーサルデザイン2020関係閣僚会議決定）において、「心のバリアフリー」を体現するためのポイントとして、「障害のある人への社会
的障壁を取り除くのは社会の責務であるという「障害の社会モデル」を理解すること」、「障害のある人（及びその家族）への差別（不当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提供）を行わないよ
う徹底すること。」及び「自分とは異なる条件を持つ多様な他者とコミュニケーションを取る力を養い、すべての人が抱える困難や痛みを想像し共感する力を培うこと。」が挙げられている
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バリアフリー法に基づく基本方針における第３次目標について（概要）



基本方針に定める移動等円滑化の目標達成状況の概要（2024年度末）①

数値目標以外の目標等2025年度末
数値目標

2024年度末
（現状値）

2020年度末
（参考値）2025年度末までの目標

• 地域の要請及び支援の下、鉄軌道駅の構造等の制約条件を踏まえ可能な限り
の整備を行う

• その他、地域の実情にかんがみ、利用者数のみならず利用実態をふまえて可能な
限りバリアフリー化

• 高齢者、障害者等に迂回による過度の負担が生じないよう、大規模な鉄軌道駅
については、当該駅及び周辺施設の状況や当該駅の利用状況等を踏まえ、可能
な限りバリアフリールートの複数化を進める

• 駅施設・車両の構造等に応じて、十分に列車の走行の安全確保が図れることを
確認しつつ、可能な限りプラットホームと車両乗降口の段差・隙間の縮小を進める

原則 100％約94％約93％段差の解消※1

3,000人以上/日及び
基本構想の生活関連施
設 に 位 置 付 け ら れ た
2,000人以上/日の鉄
軌道駅におけるバリアフ
リー化率鉄軌道

原則 100％約47％約38％視覚障害者誘導用ブロック※2

原則 100％約77％約75％案内設備※3

原則 100％約93％約92％障害者用トイレ※4

• カッコ内は、10万人以上/日の駅の番線数（内数表記）3,000番線
（800番線）

2,830番線
（621番線）

2,192番線
（334番線）

ホームドア・可動式ホーム柵の設置番線数

• 新幹線車両について、車椅子用フリースペースの整備を可能な限り速やかに進め
る約70％※7約63％※5※6約49％鉄軌道車両

• その他、地域の実情にかんがみ、利用者数のみならず利用実態等をふまえて可能
な限りバリアフリー化

原則 100％約93％約91％段差の解消※1

3,000人以上/日及び
基本構想の生活関連施
設 に 位 置 付 け ら れ た
2,000人以上/日のバス
ターミナルにおけるバリアフ
リー化率

バス

原則 100％約91％約91％視覚障害者誘導用ブロック※2

原則 100％約76％約73％案内設備※3

原則 100％約71％約71％障害者用トイレ※4

約80％約72％※5約64％ノンステップバス

乗合バス車両 • 高齢者、障害者等の利用の実態を踏まえて、可能な限りバリアフリー化約25％約6％※5約6％リフト付きバス（適用除外車両）

約50％約40％※5約32％空港アクセスバス※8

約2,100台1,438台1,066台貸切バス車両

バリアフリー法に基づく基本方針に定められた2025年度までの第3次整備目標の達成状況（2024年度末）
は下記のとおり。 （なお、参考値及び現状値については、小数第１位を四捨五入。）
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数値目標以外の目標等2025年度末
数値目標

2024年度末
（現状値）

2020年度末
（参考値）2025年度末までの目標

約90,000台59,918台※541,464台

福祉タクシー車両タクシー • 各都道府県における総車両数の約25％について、ユニバーサルデザインタクシーと
する100％

約13％※5※9
【別紙参照】

-ユニバーサルデザインタクシーの割合

• 離島との間の航路等に利用する公共旅客船ターミナルについて地域の実情を踏ま
えて順次バリアフリー化

• その他、地域の実情にかんがみ、利用者のみならず利用実態等を踏まえて可能な
限りバリアフリー化

原則 100％約94％100％段差の解消※1

2,000人以上/日の旅
客船ターミナルにおけるバ
リアフリー化率旅客船

原則 100％約82％100％視覚障害者誘導用ブロック※2

原則 100％約77％約89％案内設備※3

原則 100％約77％約89％障害者用トイレ※4

• 2,000人以上/日のターミナルに就航する船舶は、構造等の制約条件を踏まえて
可能な限りバリアフリー化

• その他、利用実態等を踏まえて可能な限りバリアフリー化
約60％約60％※5約53％旅客船(旅客不定期航路事業の用に供する船舶を含む。)

• その他、地域の実情にかんがみ、利用者数のみならず利用実態等をふまえて可能
な限りバリアフリー化

原則 100％約98％約95％段差の解消※1

2,000人以上/日の航空旅
客ターミナルにおけるバリアフ
リー化率航空

原則 100％約98％100％視覚障害者誘導用ブロック※2

原則 100％約93％100％案内設備※3

原則 100％約98％100％障害者用トイレ※4

原則 100％100％※5約99％航空機

約70％約72％約67％重点整備区域内の主要な生活関連経路を構成する道路道路

• その他、地域の実情にかんがみ、利用実態等を踏まえて可能な限りバリアフリー化

約70％約64％※11約64％園路及び広場

規模の大きい概ね2ha以上の
都市公園におけるバリアフリー
化率

都市公園 約60％約56％※11約55％駐車場

約70％約64％※11約62％便所

基本方針に定める移動等円滑化の目標達成状況の概要（2024年度末）②
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※1 公共交通移動等円滑化基準第４条（移動経路の幅、傾斜路、エレベーター、エスカレーター等が対象）及び鉄軌道駅に限っては公共交通移動等円滑化基準第18条の2への適合をもって算定。
※2 公共交通移動等円滑化基準第９条への適合をもって算定。
※3 公共交通移動等円滑化基準第10条～12条への適合をもって算定。
※4 公共交通移動等円滑化基準第13条～15条への適合をもって算定。また、トイレを設置している施設における割合。
※5 各車両等に関する2020年４月に施行された公共交通移動等円滑化基準への適合をもって算定。
※6 2020年４月に施行された新たなバリアフリー基準（鉄軌道車両に設ける車椅子スペースを１列車につき２か所以上とすること等を義務付け）への適合状況。
※7 2020年４月に施行された新たなバリアフリー基準（鉄軌道車両に設ける車椅子スペースを１列車につき２か所以上とすること等を義務付け）への適合状況（50％程度と想定）を踏まえて設定。
※8 １日当たりの平均的な利用者数が2,000人以上の航空旅客ターミナルのうち鉄軌道アクセスがない施設（指定空港（27空港））へのバス路線運行系統の総数における、バリアフリー化した車両を

含む運行系統数の割合。
※9 タクシーの総車両数に対するユニバーサルデザインタクシーの導入数が約25%以上である都道府県の割合。
※10 インターネットモニターアンケート「公共交通機関を利用する際の配慮について」による。
※11 2023年度末の値。

数値目標以外の目標等2025年度末
数値目標

2024年度末
（現状値）

2020年度末
（参考値）2025年度末までの目標

約75％約78％約71％特定路外駐車場路外駐車場

• 床面積の合計が2,000m²未満の特別特定建築物等についても、地方公共団
体における条例整備の働きかけ、ガイドラインの作成及び周知により、バリアフリー化
を促進

• 公立小学校等については、文部科学省において目標を定め、障害者対応型便所
やスロープ、エレベータ―の設置等のバリアフリー化を実施する

約67％約65％約62％床面積の合計が2,000㎡以上の特別特定建築物建築物

原則 100％約99％約98％主要な生活関連経路を構成する道路に設置されている信
号機等のバリアフリー化率

信号機等
原則 100％約75％－

主要な生活関連経路を構成する道路のうち、道路又は交
通の状況に応じ、視覚障害者の移動上の安全性を確保す
ることが特に必要であると認められる部分に設置されている音
響信号機及びエスコートゾーンの設置率

（※全市町村（約1,740）の2割程度に相当）約350自治体50自治体11自治体移動等円滑化促進方針の作成
基本構想等

（※2,000人以上/日の鉄軌道駅及びバスターミナルが存在する市町村（約730）の6
割に相当）約450自治体334自治体309自治体移動等円滑化基本構想の作成

• 移動等円滑化に関する国民の理解と協力を得ることが当たり前の社会となるような
環境を整備する

約50％約23％約24％「心のバリアフリー」の用語の認知度※10

心のバリアフリー
原則 100％約85％約82％高齢者、障害者等の立場を理解して行動ができている人の割合※10

基本方針に定める移動等円滑化の目標達成状況の概要（2024年度末）③
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※ 輸送実績報告（旅客自動車運送事業等報告規則第2条の規定による報告）より。

タクシー及びユニバーサルデザインタクシーの車両数並びに総車両数に対するユニバーサルデザインタ
クシーの割合は下記のとおり。（目標：各都道府県において総車両数の約25％を達成）

基本方針に定める移動等円滑化の目標達成状況の概要（2024年度末）【別紙】

総車両数に対する割合UDタクシー車両数総車両数※都道府県

21.4%1,8978,870北海道
11.8%248 2,110 青森
4.3%79 1,818 岩手
12.0%393 3,284 宮城
8.3%83 1,006 秋田
11.0%123 1,123 山形
14.5%302 2,081 福島
6.3%152 2,403 茨城
12.9%210 1,631 栃木
7.9%109 1,374 群馬
26.3%1,403 5,330 埼玉
33.8%1,881 5,572 千葉
71.4%21,596 30,264 東京
29.9%2,808 9,404 神奈川
13.6%113 828 山梨
12.5%289 2,318 新潟
21.7%157 723 富山
17.4%272 1,567 石川
8.9%195 2,187 長野
13.3%106 800 福井
18.3%285 1,559 岐阜
18.9%812 4,301 静岡
36.4%2,516 6,905 愛知
15.5%168 1,085 三重

総車両数に対する割
合UDタクシー車両数総車両数※都道府県

9.8%105 1,070 滋賀
18.0%1,013 5,638 京都
24.7%3,544 14,340 大阪
17.3%1,078 6,240 兵庫
10.0%95 954 奈良
11.0%136 1,240 和歌山
36.1%193 534 鳥取
6.0%56 940 島根
9.6%242 2,508 岡山
11.8%561 4,761 広島
3.2%63 1,982 山口
1.7%15 906 徳島
6.6%90 1,358 香川
6.8%117 1,733 愛媛
10.0%99 993 高知
21.1%1,764 8,365 福岡
14.3%132 922 佐賀
6.9%153 2,229 長崎
4.3%110 2,564 熊本
18.3%340 1,856 大分
7.6%131 1,717 宮崎
5.9%156 2,660 鹿児島
21.6%729 3,375 沖縄
28.1%47,119167,428合計
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旅客施設
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鉄軌道駅のバリアフリー化の推移（東北）

◆鉄軌道駅のバリアフリー化の目標
平均利用者数が3,000人/日以上及び基本構想の生活関連施設に位置付けられた2,000人/日以上3,000人/

日未満の鉄軌道駅のバリアフリー化率については、令和7年度までに、原則として全てについて、移動等円滑
化を実施するように対象が拡大した。
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※平成22年度までは当初の基本方針に基づき1日当たりの平均的な利用者数が5,000人以上の旅客施設、平成23年度から令和2年度までは、平成23年4月
1日施行の改正後の基本方針に基づき、1日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設の整備状況を示している。
※令和3年度以降は、令和3年4月1日施行の改正後の基本方針に基づき、1日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設及び2,000人以上

3,000人未満で基本構想における重点整備地区内の生活関連施設である旅客施設を対象とし、また、令和2年4月に施行された改正後の公共交通移動等
円滑化基準をもって判断した整備状況を示している。
※「障害者用トイレ」については、便所を設置している旅客施設における整備状況を示している。

視覚障害者誘導用
ブロック

段差の解消

障害者用トイレ

（公共交通移動等円滑化実績等報告による）

（％）

案内設備



鉄軌道駅のバリアフリー状況（東北県別）

・段差の解消および障害者トイレの設置については、岩手県・福島県で全国平均より低い割合となっている。
・案内設備の設置については、すべての県において全国平均より低い割合となっている。

※バリアフリー化率が全国平均より高い地域を赤塗り、低い地域を青塗りとする（以下、同じ）
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全国
合計

東北
合計

福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県（目標値：約100％／2025年度末）

3,577109144471115総施設数

3,330103143367115(うちトイレ設置駅数)

3,37110313446985段差の解消（駅数）

94.2%94.5%92.9%100.0%100%97.2%72.2%100.0%割合

1,662476113432
視覚障害者

誘導用ブロック（駅数）

46.5%43.1%42.9%25.0%25.0%47.9%27.3%40.0%割合

2,765432013721案内設備（駅数）

77.3%39.4%14.3%0.0%25.0%52.1%18.2%20.0%割合

3,08696113364105障害者トイレの設置（駅数）

92.7%93.2%78.6%100.0%100.0%95.5%90.9%100.0%割合

（令和6年度末時点）



（年度）（公共交通移動等円滑化実績等報告による）

平均利用者数が3,000人/日以上及び基本構想の生活関連施設に位置付けられた2,000人/日以上3,000人/
日未満のバスターミナルのバリアフリー化率については、令和7年度までに原則として全てについて、移動等円
滑化を実施することとしている。令和６年度末までに、段差の解消については約93％、障害者用トイレについて
は約71％、案内設備については約76％、視覚害者誘導用ブロックについては約91％の達成率であった。

76.2% 77.5%

83.7%
87.5%

91.9%

（78.9%）
80.4% 82.7%

82.0% 83.7%

91.5% 91.3%
93.6%

93.6% 95.1%
94.4%

（90.9%）
92.9% 93.2% 93.0% 93.3%

66.7%

77.5%76.7%

85.0%

86.5%

（75.4%）

82.4% 84.6%

80.0% 81.6%

87.2% 89.1%
93.6%

95.7% 97.6% 97.2%

（90.9%）

85.7% 86.4%
86.0% 91.1%

（72.7%）
76.2% 77.3%

79.1%
75.6%

27.3%

46.9%

48.4%

48.4%

55.6%

（51.1%）

62.5% 63.4% 62.5%65.9%
66.7%

71.8% 72.5%
75.0%

84.4% 81.5%

（71.4%）69.7% 71.4% 72.2% 71.1%
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段差の解消

視覚障害者誘導用
ブロック

障害者用トイレ

案内設備

※ 平成22年度までは、当初の基本方針に基づき、１日当たりの平均的な利用者数が5,000人以上の旅客施設、平成23年度から
令和２年度までは、平成23年４月１日施行の改正後の基本方針に基づき、１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の
旅客施設の整備状況を示している。
（１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設の平成22年度における（ ） 内の数値は参考値）

※ 令和３年度以降は、令和３年４月施行の改正後の基本方針に基づき、１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅
客施設及び2,000人以上3,000人未満で基本構想における重点整備地区内の生活関連施設である旅客施設を対象とし、ま
た、令和２年４月に施行された改正後の公共交通移動等円滑化基準をもって判断した整備状況を示している。
（令和２年度の（ ） 内の数値は参考値）

※ 「障害者用トイレ」については、便所を設置している旅客施設における整備状況を示している。

9

バスターミナルのバリアフリー化の推移（全国）



10

バスターミナルのバリアフリー状況（地域別）

・地域別に見ると、全ての項目において中部、中国、沖縄の進捗率が高かった。
（令和6年度末時点）

合計沖縄県九州四国中国近畿中部北陸信越関東東北北海道（目標値：約100％／
2025年度末）

45113-1352６113バスターミナル数

38113-1252２111(うちトイレ設置ターミナル数)

42112-1352６111段差の解消（施設数）

93.3%100.0%92.3%-100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%84.6%割合

41112-12526111視覚障害者
誘導用ブロック（施設数）

91.1%100.0%92.3%-100.0%66.7%100.0%100.0%100.0％100.0%84.6%割合

34111-134-６-8案内設備（施設数）

75.6%100.0%91.7%-100.0%100.0%80.0%-100.0%-61.5%割合

27110-1242１15障害者用トイレの設置
（施設数）

71.1%100.0%76.9%-100.0%100.0%80.0%100.0%50.0%100.0%45.5%割合



88.9% 88.9% 87.5%

100.0%100.0%

（84.2%）
86.7% 87.5% 87.5%

100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%
93.3% 94.1% 94.1%

77.8% 77.8%
75.0%

85.7%

83.3%

（68.4%）

60.0%
56.3%

68.8% 66.7%
71.4%

66.7%

73.3%
78.6%

100.0%（100.0%）
100.0%

88.9%

66.7%

82.4% 82.4%
（88.9%）88.9%

53.3%

64.7%

76.5%

44.4%

55.6%

50.0%

85.7%

100.0%

（58.8%）

71.4% 71.4% 71.4%
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100.0%（100.0%）
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段差の解消

視覚障害者誘導用
ブロック

障害者用トイレ

案内設備

※ 平成22年度までは、当初の基本方針に基づき、１日当たりの平均的な利用者数が5,000人以上の旅客施設、平成23年度から令和２年度までは、平
成23年４月１日施行の改正後の基本方針に基づき、１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設の整備状況を示している。
（１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設の平成22年度における（ ） 内の数値は参考値）

※ 令和３年度以降は、令和３年４月施行の改正後の基本方針に基づき、１日当たりの平均的な利用者数が2,000人以上の旅客施設を対象とし、ま
た、令和２年４月に施行された改正後の公共交通移動等円滑化基準をもって判断した整備状況を示している。
（令和２年度の（ ） 内の数値は参考値）

※ 「障害者用トイレ」については、便所を設置している旅客施設における整備状況を示している。

（年度）（公共交通移動等円滑化実績等報告による）

平均利用者数が2,000人/日以上の旅客船ターミナルにおけるバリアフリー化率については、令和７年
度までに、原則として全てについて、移動等円滑化を実施することとしている。令和６年度末までに、段
差の解消については約94％、視覚障害者誘導用ブロックについては約82％、案内設備については約
77％、障害者用トイレについては約77％で実施済み。

11

旅客船ターミナルのバリアフリー化の推移（全国）



12

（令和6年度末時点）

旅客船ターミナルのバリアフリー状況（地域別）

・ １日当たりの平均的な利用者数が2,000人以上である旅客船ターミナルのバリアフリー化は、一部の施設で
実施が遅れている。

合計沖縄県九州四国中国近畿中部北陸信越関東東北北海道（目標値：約100％／
2025年度末）

171514-122１-旅客船ターミナル数

171514-122１-(うちトイレ設置ターミナル
数)

161514-022１-段差の解消（施設数）

94.1%100.0%100.0%100.0%100.0%-0.0％100.0%100.0%100.0%-割合

141413-022１-視覚障害者
誘導用ブロック（施設数）

82.4%100.0%80.0%100.0%75.0%-0.0％100.0%100.0%100.0%-割合

131513-10２０-案内設備（施設数）

76.5%100.0%100.0%100.0%75.0%-100％0.0％100％0.0％-割合

131214-022１-障害者用トイレの設置
（施設数）

76.5%100.0%40.0%100.0%100.0%-0.0％100.0%100.0%100.0%-割合



65.2%

76.2%
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視覚障害者誘導用
ブロック

段差の解消

※ 平成22年度までは、当初の基本方針に基づき、１日当たりの平均的な利用者数が5,000人以上の旅客施設、平成23年度から令和２
年度までは、平成23年４月１日施行の改正後の基本方針に基づき、１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設の整
備状況を示している。
（１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設の平成22年度における（ ） 内の数値は参考値）

※ 令和３年度以降は、令和３年４月施行の改正後の基本方針に基づき、１日当たりの平均的な利用者数が2,000人以上の旅客施設を
対象とし、また、令和２年４月に施行された改正後の公共交通移動等円滑化基準をもって判断した整備状況を示している。
（令和２年度の（ ） 内の数値は参考値）

※ 「障害者用トイレ」については、便所を設置している旅客施設における整備状況を示している。

（公共交通移動等円滑化実績等報告による） （年度）

案内設備

障害者用トイレ

平均利用者数が2,000人/日以上の航空旅客ターミナルにおけるバリアフリー化率については、令和７
年度までに、原則として全てについて、移動等円滑化を実施することとしている。令和６年度末までに、
段差の解消については約98％、視覚障害者誘導用ブロックについては約98％、案内設備については
約93％、障害者用トイレについては約98％で実施済み。
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航空旅客ターミナルのバリアフリー化の推移（全国）



航空旅客ターミナルのバリアフリー状況（東北県別）

・航空旅客ターミナルのバリアフリー化は、目標を達成した。

14

全国
合計

東北
合計

福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県（目標値：約100%/2025年度末）

453－－11－1総施設数

453－－11－1(うちトイレ設置施設数)

443－－11－1段差の解消（施設数）

97.8%100.0%－－100.0%100.0%－100.0%総施設数に対する割合

443－－11－1
視覚障害者

誘導用ブロック（施設数）

97.8%100.0%－－100.0%100.0%－100.0%総施設数に対する割合

423－－11－1案内設備（施設数）

93.3100.0%－－100.0%100.0%－100.0%総施設数に対する割合

443－－11－1
障害者トイレの設置

（施設数）

97.8%100.0%－－100.0%100.0%－100.0%
うちトイレ設置施設数に対する

割合

（令和6年度末時点）



車両

15



◆鉄軌道車両のバリアフリー化の目標
全国で総車両数約53,000両のうち約70%について、令和7年度までに、移動等円滑化を実施することとして

いる。また、令和４年度末実績より、4両編成以上の列車について1列車ごとに2以上の車椅子スペースを設

けている車両の数をまとめている。

鉄軌道車両のバリアフリー化の推移（東北）

16
（公共交通移動等円滑化実績等報告による）

（両数） （％）
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鉄軌道車両のバリアフリー状況（東北県別）

・鉄軌道車両のバリアフリー化は、約5割について実施済。
・県別に見ると、宮城県の進捗率が高い。

17

全国
合計

東北
合計

福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県（目標値：約70％／2025年度末）

51,722314436161544055総数

32,430167140114804基準適合車両

62.7%53.2%32.6%0.0%6.3%96.1%0.0%7.3%割合

（令和6年度末時点）



◆ノンステップバスの導入の目標
全国で総車両数約60,000台 からバス車両の構造及び設備に関する移動等円滑化基準の適用除外認定車

両約10,000台 を除いた50,000台 のうち、約80％に当たる約40,000台について、令和7年度までにノンステッ
プバスを導入して移動等円滑化を実施する。

ノンステップバスの導入の推移（東北）

18
（公共交通移動等円滑化実績等報告による）

※

※

※基本方針に記載されている車両数

（％）（台数）
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（公共交通移動等円滑化実績等報告による）

（年度）

（台数）

19

リフト付きバス等の導入の推移（全国）

◆リフト付きバス等の導入の目標
バス車両のうち適用除外認定車両については、令和7年度までに、その約25%に当たる約2,500台※をリフト

付き又はスロープ付きバスとする等、高齢者、障害者等の利用の実態を踏まえて、可能な限りの移動等円滑化
を実施する。

（％）



ノンステップバス・リフト付きバス等（東北県別）の導入状況

・ノンステップバスは、約6割の導入状況。
・県別に見ると、宮城県の進捗率が高い。

20

・リフト付きバス等は、全国平均より低い割合となっている。
・県別に見ると岩手県の進捗率が高い。

全国
合計

東北
合計

福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県
（目標値：約80％／2025年度末）
※適用除外認定車両を除く

44,7353,186622174357984543487基準適合車両数

32,2371,944413117184749258230ノンステップバス車両数

72.1%61.6%66.4%67.2%51.5%76.1%47.5%47.2%割合

（令和6年度末時点）

（令和6年度末時点）

全国
合計

東北
合計

福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県
（目標値：約25％／
2025年度末）

※適用除外認定車両

9,78896621292137227183115適用除外認定車両数

60213403060
リフト付きバス等
車両数

6.2%1.3%1.9%0.0%2.2%0.0%3.3%0.0%割合
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適合車両数

（両数）

（公共交通移動等円滑化実績等報告による）（年度）

タクシー車両については、令和７年度までに、約90,000台の福祉タクシー（ユニバーサルデザインタク
シー（流し営業にも活用されることを想定し、身体障害者のほか、高齢者や妊産婦、子供連れの人等、
様々な人が利用できる構造となっている福祉タクシー車両をいう。）を含む。）を導入することとされてい
る。令和６年度末までに59,918台の導入状況となっている。

21

福祉タクシーの導入の推移（全国）



22

福祉タクシー・うちUDタクシーの導入状況（東北県別）

・福祉タクシーについては、ユニバーサルデザインタクシー（ＪＰＮ ＴＡＸＩ）の販売増加等により、全国合計で前
年度より約7,400台増加した。

全国
合計

東北
合計

福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県（目標値：約90,000台／2025年度末）

167,42811,4222,0811,1231,0063,2841,8182,110総車両数

59,9182,515683292201631267441基準適合車両

47,1191,2283021238339379248うちUDタクシー

28.1%10.8%14.5%11.0%8.3%12.0%4.3%11.8%
総車両数に対する
UDタクシーの割合

（令和6年度末時点）
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)

◆旅客船のバリアフリー化の目標①
旅客船（一般旅客定期航路事業及び旅客不定期航路事業の用に供する船舶）総隻数約700隻 のうち約60

％に当たる約420隻について、令和7年度までに、移動等円滑化を実施する。

旅客船のバリアフリー化の推移（東北）

23

（公共交通移動等円滑化実績等報告による）

※

（隻数） （％）

※基本方針に記載されている総数

（年度）



旅客船のバリアフリー状況（東北県別、地域別）

・旅客船のバリアフリー化は、約54％について実施済。
・県別に見ると、宮城県の進捗率が高い。

24

②一日当たりの平均的な利用者数が2,000人以上である旅客船ターミナルに就航する旅客船

①旅客船

全国
合計

東北
合計

福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県（目標値：約60％／2025年度末）

66235-7217-9総数

39019-2013-4基準適合船舶

59.5%54.3%-28.6%0.0%76.5%-44.4%割合

（令和6年度末時点）

（令和6年度末時点）

合計沖縄県九州四国中国近畿中部北陸信越関東東北北海道
（目標値：構造等の制約

条件を踏まえて
可能な限りバリアフリー化／

2025年度末）

10020122716-8539-総数

69149245-7136-基準適合船舶

69.0%70.0%75.0%88.9%31.3%-87.5%20.0%100.0%66.7%-割合
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適合機数
適合割合

（公共交通移動等円滑化実績等報告による）
（年度）

（機数）

総機数約670機について、令和７年度までに、原則として全て移動等円滑化を実施することとされてい
る。着実に導入が進められ、令和６年度末までに100％が実施済みとなり、目標を達成した。
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航空機のバリアフリー化の推移（全国）



道路
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45%
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60%
67%

74% 77%
81% 83% 85% 86% 88% 89% 89% 91% 91%

(67%) 69% 71% 71% 72%
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（%）

（年度）

原則として重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道路等で国土交通大臣が指定する特定道路
の約70%について、令和7年度までに移動等円滑化を実施することとされている。

着実に整備が進められており、令和６年度末までに約72%が実施済みである。

27

道路のバリアフリー化の推移（全国）



（令和６年度末時点）

28

道路のバリアフリー状況（地域別）

・重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する特定道路のバリアフリー化は、約７割について実施済。
・地域別に見ると、北海道、東北、北陸、中部、沖縄における進捗率が比較的高い。

中部北陸関東東北北海道（目標値：70％）

410.9 90.9 1706.5 157.7 288.3 特定道路指定延長
（ｋｍ）

351.4 84.8 1041.2135.7265.4整備延長
（ｋｍ）

86%93%61%86%92%割合

合計沖縄九州四国中国近畿（目標値：70％）

4445.628.8 403.3 81.5 177.1 1100.6 特定道路指定延長
（ｋｍ）

3212.425.0319.4 65.5140.0 784.0 整備延長
（ｋｍ）

72%87%79%80%79%71%割合



都市公園
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30

都市公園のバリアフリー化の推移（全国）

◆都市公園のバリアフリー化の目標
園路及び広場（特定公園施設であるものに限る。以下同じ。）及び便所の設置された規模の大きい概ね2㏊以

上の都市公園の約70%、並びに駐車場の設置された都市公園の約60%について、令和7年度までに、移動等
円滑化を実施する。

（令和６年度末時点）

42% 44% 45% 46% 47% 48% 48% 49% 49% 49% 51% 51%

57% 59%

59%

32% 34% 36% 38% 39%
44% 44% 44% 45% 46% 47% 48% 48% 50% 50%

25% 27% 29% 31% 32% 33% 33% 34% 34% 35% 35% 35% 36% 37% 38%
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都市公園のバリアフリー状況（東北県別）

・都市公園のバリアフリー化は、園路・広場については約60%、駐車場については約52%、
便所については約65%の都市公園において実施済。便所については、全国平均より進捗率が高い。

・県別に見ると、園路・広場については青森県と岩手県、駐車場については岩手県と福島県、便所については
青森県と宮城県と福島県の進捗率が高い。

（令和6年度末時点）

31

全国合計東北合計福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県（目標値：約70％）

9,565785154114100191105121総数

園路及び広場 6,1614749569541056883基準適合の数

64.0%60.4%61.7%60.5%54.0%55.0%64.8%68.6%割合

全国合計東北合計福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県（目標値：約60％）

6,11257412383861177887総数

駐車場 3,463298744334555438基準適合の数

57.0%51.9%60.2%51.8%39.5%47.0%69.2%43.7%割合

全国合計東北合計福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県（目標値：約70％）

9,07673913910994179103115総数

便所 5,8454839368521326375基準適合の数

64.0%65.4%66.9%62.4%55.3%73.7%61.2%65.2%割合



路外駐車場
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路外駐車場の約75%について、令和７年度までに移動等円滑化を実施することとされており、令和６年度
末までに78%が実施済となっている。

78%

33

路外駐車場のバリアフリー化の推移（全国）



路外駐車場のバリアフリー状況（東北県別）

・路外駐車場のバリアフリー化は、東北全体で約65%の特定路外駐車場について実施済。
・県別に見ると、青森県、山形県における進捗率が高く山形県は全国平均より進捗率が高い。

34

（令和6年度末時点）

全国
合計

東北
合計

福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県（目標値：約75％）

3,089208241617684637総数[箇所]

2,39313715148452728基準適合の数[箇所]

77.5%65.9%62.5%87.5%47.1%66.2%58.7%75.7%割合



建築物
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令和７年度までに、床面積の合計が2,000㎡以上の特別特定建築物（公立小学校等を除く）の総ストック
の約67%について、移動等円滑化を実施するという目標が設定されている。

令和６年度末までに約65%が実施済みである。

36

（年度）

建築物のバリアフリー化の推移



信号機等

37



83.4%
86.2%

91.5%

96.0%
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信号機等 音響信号機及びエスコートゾーン

（警察庁資料による）

重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道路に設置されている信号機等については、令和７年度
までに、原則として全ての当該道路において、音響信号機、高齢者等感応信号機等の信号機の設置、歩行者
用道路であることを表示する道路標識の設置、横断歩道であることを表示する道路標示の設置等の移動等円
滑化を実施することとされており、着実に導入が進められ、令和６年度末までに99.0%が実施された。

また、当該道路のうち、道路又は交通の状況に応じ、視覚障害者の移動上の安全性を確保することが特に必
要であると認められる部分に設置されている信号機等については、令和７年度までに原則として全ての当該部
分において音響信号機及びエスコートゾーンを設置することとされ、令和６年度末までに75.1%が実施された。

38

信号機等のバリアフリー化の推移（全国）



信号機等・音響信号機及びエスコートゾーンのバリアフリー状況（東北県別）

39
※管区警察局等別、警察庁資料による

（令和6年度末時点）

・重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道路に設置されている信号機等のバリアフリー化は、着
実に進んでいる。

全国
平均

東北
平均

福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県

99.0%98.3%92.6%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

・重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道路のうち、道路又は交通の状況に応じ、視覚障害者
の移動上の安全性を確保することが必要であると認められる部分に設置されている信号機等において、原
則として全ての当該部分において音響信号機及びエスコートゾーンを設置することとされている。

・県別に見ると、岩手県、宮城県において進捗率が高く、全国平均より高い進捗率となっている。

全国
平均

東北
平均

福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県

75.1%63.0%30.0%ーー77.9%100.0%0.0%

（令和6年度末時点）



マスタープラン・基本構想の作成状況
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マスタープラン・基本構想の作成自治体数

マスタープラン作成自治体数 基本構想作成自治体数

村町市・区全国 特別区その他の市中核市政令市

％0.0 ％0.3 ％39.1 ％3.1 ％22.6 ％35.0 ％6.4 ％3.2 作成率

183／0743／223／9710／2262／1420／7815／521,741／54作成数

村町市・区全国 特別区その他の市中核市政令市

％0.6 ％4.4 ％91.4 ％29.0 ％91.9 ％100 ％37.3 ％19.5 作成率

183／1743／3323／21710／20662／5720／20815／3041,741／338作成数

＜マスタープラン作成自治体数の内訳＞

＜基本構想作成自治体数の内訳＞

作成自治体数
（基本構想）

作成自治体数
（マスタープラン）

◆バリアフリーマスタープラン・基本構想の作成市町村数
・マスタープランについては、全国で５４市区町で作成されており、作成率は約３．２％となっている。
・基本構想について、全国では３３８市区町村において作成されており、作成率は約１９．５％となっている。
・人口規模が比較的大きい「市・区」で見ると、作成率は約３分の１となっており、そのうち政令市・中核市・特別区は９割超となっている。

全国における基本構想の作成状況 （令和7年度末時点）
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地域別 移動等円滑化促進方針（マスタープラン）の作成状況
（令和7年度末時点） ※ブロック内訳は、運輸局と同じ

中部北陸信越関東東北北海道

241981作成数

％1.1％2.8％5.6％3.6％0.6
作成率

177／2141／4343／19227／8179／1

％2.0％6.7％8.8％10.4％0.0 
うち市・区の作成率

105／260／4216／1977／835／0

沖縄九州四国中国近畿

060410作成数

％0.0％2.6％0.0％3.7％5.1
作成率

41／0233／695／0107／4198／10

％0.0％5.6％0.0％7.5％8.1
うち市・区の作成率

11／0108／638／054／4111／9

赤塗り箇所：
全国平均以上

うち市・区の
作成率

作成率作成数

青塗り箇所：
全国平均以下

％6.4％3.254全国
815／521,741／54
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中部北陸信越関東東北北海道

4522991518作成数

％25.5％15.7％28.9％6.6％10.1
作成率

177／45141／22343／99227／15179／18

％40.0％31.7％43.6％16.9％42.9
うち市・区の作成率

105／4260／19216／9477／1335／15

沖縄九州四国中国近畿

22262683作成数

％4.9 ％9.4％6.3％24.3％41.9
作成率

41／2233／2295／6107／26198／83

％18.2 ％17.6％15.8 ％40.7％64.9
うち市・区の作成率

11／2108／1938／654／22111／72

赤塗り箇所：
全国平均以上

うち市・区の
作成率

作成率作成数

青塗り箇所：
全国平均以下

％37.3％19.5338全国
815／3041,741／338

地域別 バリアフリー基本構想の作成状況
（令和7年度末時点） ※ブロック内訳は、運輸局と同じ
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福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県東北

52223115作成数

％8.5％5.7％8.0％5.7％9.1％2.5％6.6
作成率

59／535／225／235／233／340／1227／15

％30.8％15.4％15.4％7.2％21.5％10％16.9うち市・区の

13／413／213／214／114／310／177／13作成率

福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県東北

2021218作成数

％3.4％0.0％8.0％2.9％6.1％2.5％3.6
作成率

59／235／025／235／133／240／1227／8

％15.4％0.0％15.4％7.1％14.3％10％9.1うち市・区の

13／213／013／214／114／210／177／7作成率

東北における作成状況

○基本構想

44

○マスタープラン

（令和7年度末時点）

（令和7年度末時点）



マスタープランの作成状況（都道府県別・令和7年度末）

策定割合
（％）

策定自治体数
（団体）

自治体数
（団体）

都道府県ブロック

0.61179北海道北海道

2.5140青森県

東北

6.1233岩手県

2.9１35宮城県

8.0225秋田県

0.0035山形県

3.4259福島県

3.6８227合計

2.3144茨城県

関東

0.0025栃木県

2.9135群馬県

4.8363埼玉県

1.9154千葉県

21.0１３62東京都

0.0033神奈川県

0.0027山梨県

5.619343合計

10.0330新潟県

北陸信越

6.7115富山県

0.0019石川県

0.0077長野県

2.84141合計

0.0017福井県

中部

0.0042岐阜県

2.9135静岡県

0.0054愛知県

3.4129三重県

1.12177合計

策定割合
（％）

策定自治体数
（団体）

自治体数
（団体）

都道府県ブロック

5.3１19滋賀県

近畿

0.0026京都府

11.6543大阪府

7.7339奈良県

0.0030和歌山県

2.4141兵庫県

5.1１０198合計

5.3119鳥取県

中国

0.0019島根県

3.7127岡山県

4.3123広島県

5.3119山口県

3.74107合計

0.0024徳島県

四国

0.0017香川県

0.0020愛媛県

0.0034高知県

0.0095合計

5.0360福岡県

九州

0.0020佐賀県

4.8121長崎県

2.2145熊本県

5.6118大分県

0.0026宮崎県

0.0043鹿児島県

2.66233合計

0.0041沖縄県沖縄

3.2541,741総計
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基本構想の作成状況（都道府県別・令和7年度末）

策定割合
（％）

策定自治体数
（団体）

自治体数
（団体）

都道府県ブロック

10.118179北海道北海道

2.5140青森県

東北

9.1333岩手県

5.7235宮城県

8.0225秋田県

5.7235山形県

8.5559福島県

6.615227合計

18.2844茨城県

関東

36.0925栃木県

11.4435群馬県

17.51163埼玉県

27.81554千葉県

50.03162東京都

51.51733神奈川県

14.8427山梨県

28.999343合計

33.31030新潟県

北陸信越

40.0６15富山県

5.3119石川県

6.5577長野県

15.7 22141合計

17.7３17福井県

中部

31.01342岐阜県

37.11335静岡県

20.41154愛知県

17.2529三重県

25.545177合計

策定割合
（％）

策定自治体数
（団体）

自治体数
（団体）

都道府県ブロック

63.21219滋賀県

近畿

42.31126京都府

76.73343大阪府

33.31339奈良県

16.7530和歌山県

22.0941兵庫県

41.983198合計

15.8319鳥取県

中国

15.8319島根県

22.2627岡山県

43.51023広島県

21.1419山口県

24.326107合計

4.2124徳島県

四国

11.8217香川県

10.0220愛媛県

2.9134高知県

6.3695合計

18.31160福岡県

九州

5.0120佐賀県

9.5221長崎県

6.7345熊本県

11.1218大分県

3.8126宮崎県

4.7243鹿児島県

9.422233合計

4.9241沖縄県沖縄

19.53381,741総計
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基本構想等の作成状況（東北県別・令和7年度末）

47

マスタープラン

三沢市青森県

遠野市、宮古市岩手県

仙台市（R7年度策定）宮城県

秋田市、大館市秋田県

ー山形県

福島市、郡山市福島県

基本構想

青森市

盛岡市、一関市、宮古市

仙台市、松島町

秋田市、大館市

山形市、南陽市

福島市、郡山市、いわき市、
会津若松市、泉崎村



心のバリアフリー
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令和６年度
実績値

22.5％

○ 「心のバリアフリー」の用語の認知度

・ 令和３年度から新たな項目として「心のバリアフリー」の用語の認知度が追加され、令和７年度までに、
約50％の認知度を達成するように目標が設定された。

・ 令和６年度における認知度※は22.5％となっている。

※ 2024年10月に実施したインターネットモニターアンケート「公共交通機関を利用する際の配慮について」による。

○高齢者、障害者の立場を理解して行動ができている人の割合

・ 令和３年度から新たな項目として高齢者、障害者等の立場を理解して行動ができている人の割合が追
加され、令和７年度までに、原則100％を達成するように目標が設定された。

・ 令和６年度における割合※は84.8％となっている。

令和５年度
実績値

21.6％

令和６年度
実績値

84.8％

令和５年度
実績値

81.3％
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心のバリアフリー


